

































































































































































































































































































































































(3) 本田純一『借家法と正当事由~ (ー粒社， 1984)はしがき。










(9 ) 最判昭和29年 3月 9日民集8巻 3号657頁，最判昭和34年 2月19日民集13巻 2号160頁，
最判昭和41年1月10日民集20巻 9号1712頁。
(10) 同旨の判例として，最判昭和46年12月7日判時657号51頁がある。
。 比較的最近の裁判例としては，東京高判昭和60年 4月19日判時1165号105頁，横浜地判
昭和63年 2月12日判時1291号108頁，東京高判平成元年 3月30日判時1306号38頁，東京地
判平成2年 1月19日判時1371号119頁などがある。
(12) 同旨，吉田・前掲注(5)45頁。
(13) なお，本判決の理論構成の根拠は，立退料一般にあてはまる形をとっているとも思わ
れるので，本判決の理論構成が，借家ケースのみならず，借地ケースにも及ぶのではな
いかという問題点も残る。この点については，吉田・前掲注(5)45-46頁を参照。吉田氏
は，借地ケースにおける法的安定性の確保を考慮して，本判決の理論構成は借家ケース
に限定すべきであるとされる。
